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第１部 連結自己資本規制に関する開示 

(経営の健全性の状況) 

 

金融庁長官が定める場合において、最終指定親会社が経営の健全性の状況を記載した書面に 

記載すべき事項を定める件（平成 22年金融庁告示第 132号）に基づき行う開示 
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第 1章   連結自己資本規制比率に関する事項 

     （単位：十億円、％） 

    当最終指定親会社

四半期末 

（2016年 12月末） 

前最終指定親会社

四半期末 

（2016年９月末） 

連結における普通株式等Tier1資本の額 (A) 2,583.6 2,475.8 

連結におけるTier1資本の額 (B) 2,717.0 2,566.2 

連結における総自己資本の額 (C) 2,845.5 2,872.7 

リスク・アセット (D)=(E)+(F)+(G) 14,577.7 13,741.4 

信用リスク・アセットの額の合計額 (E) 7,843.5 7,664.4 

マーケット・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額 (F) 3,995.7 3,338.5 

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額 (G) 2,738.5 2,738.5 

連結総所要自己資本額 (D)×8% 1,166.2 1,099.3 

連結普通株式等Tier1比率 (A)/(D)×100 17.7% 18.0% 

連結Tier1比率 (B)/(D)×100 18.6% 18.6% 

連結総自己資本規制比率 (C)/(D)×100 19.5% 20.9% 

第 2章   自己資本の構成に関する開示事項  

  
 

          2016年 12月末 2016年９月末 

国際様式の

該当番号 
項目 

当最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置によ

る不算入額 

前最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置によ

る不算入額 

 

普通株式等 Tier1 資本に係る基礎項目 （１） 

1a+2-1c-26 普通株式に係る株主資本の額  2,714,252      2,668,600     

1a   うち、資本金及び資本剰余金の額  1,276,251      1,282,937     

2   うち、利益剰余金の額  1,624,024      1,554,182     

1c   うち、自己株式の額（△）  186,023      168,519     

26   うち、社外流出予定額（△）             

 

  うち、上記以外に該当するものの額             

1b 普通株式に係る新株予約権の額  -      -     

3 
その他の包括利益累計額及びその他公表準備

金の額 
 32,867   21,911  △39,553  △26,369  

5 
普通株式等 Tier1 資本に係る調整後非支配株

主持分の額 
 -      -     

 

経過措置により普通株式等 Tier1 資本に係る

基礎項目の額に算入されるものの額の合計額 
 3,168      3,019     

6 
普通株式等 Tier1 資本に係る基礎項

目の額 
（イ）  2,750,286      2,632,066     

 

普通株式等 Tier1 資本に係る調整項目（２） 

8+9 
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・

ライツに係るものを除く。）の額の合計額 
 122,673   81,782   114,925   76,617  

8 
  

うち、のれんに係るもの（のれん相当差

額を含む。）の額 
 50,152   33,435   43,822   29,214  
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          2016年 12月末 2016年９月末 

国際様式の

該当番号 
項目 

当最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置によ

る不算入額 

前最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置によ

る不算入額 

9 

  

うち、のれん及びモーゲージ・サービシ

ング・ライツに係るもの以外の ものの

額 

 72,521   48,347   71,104   47,403  

10 
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）

の額 
 4,021   2,681   5,239   3,493  

11 繰延ヘッジ損益の額  -   -   -   -  

12 適格引当金不足額  16,630   11,086   15,494   10,330  

13 
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当す

る額 
 -   -   -   -  

14 
負債の時価評価により生じた時価評価差額で

あって自己資本に算入される 額 
 9,716   6,477   8,476   5,651  

15 退職給付に係る資産の額  12,216   8,144   11,354   7,569  

16 
自己保有普通株式（純資産の部に計上される

ものを除く）の額 
 1,381   921   741   494  

17 
意図的に保有している他の金融機関等の普通

株式の額 
 -   -   -   -  

18 少数出資金融機関等の普通株式の額  -   -   -   -  

19+20+21 特定項目に係る十パーセント基準超過額  -   -   -   -  

19 

  

うち、その他金融機関等に係る対象資本

調達手段のうち普通株式に該当するも

のに関連するものの額 

 -   -   -   -  

20 

  

うち、無形固定資産（モーゲージ・サー

ビシング・ライツに係るものに限る。）

に関連するものの額 

 -   -   -   -  

21 
  

うち、繰延税金資産（一時差異に係るも

のに限る。）に関連するものの額 
 -   -   -   -  

22 特定項目に係る十五パーセント基準超過額  -   -   -   -  

23 

  

うち、その他金融機関等に係る対象資本

調達手段のうち普通株式に該当するも

のに関連するものの額 

 -   -   -   -  

24 

  

うち、無形固定資産（モーゲージ・サー

ビシング・ライツに係るものに限る。）

に関連するものの額 

 -   -   -   -  

25 
  

うち、繰延税金資産（一時差異に係るも

のに限る。）に関連するものの額 
 -   -   -   -  

27 その他 Tier1 資本不足額  -      -     

28 
普通株式等 Tier1 資本に係る調整項

目の額 
（ロ）  166,636      156,229     

 

普通株式等 Tier1 資本 

29 
普通株式等 Tier1 資本の額（（イ）－

（ロ）） 
（ハ）  2,583,650      2,475,836     

 

その他 Tier1 資本に係る基礎項目 （３） 

31a 

30 

その他 Tier1 資本調達手段に係る株主資本の

額 
 -      -     

31b 
その他 Tier1 資本調達手段に係る新株予約権

の額 
 -      -     
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          2016年 12月末 2016年９月末 

国際様式の

該当番号 
項目 

当最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置によ

る不算入額 

前最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置によ

る不算入額 

32 その他 Tier1 資本調達手段に係る負債の額  165,000      165,000     

  

特別目的会社等の発行するその他 Tier1 資本

調達手段の額  
 -      -     

34-35 
その他 Tier1 資本調達手段に係る調整後非支

配株主持分等の額 
 1,436      1,053     

33+35 
適格旧 Tier1 資本調達手段の額のうちその他

Tier1 資本に係る基礎項目の額に含まれる額 
 -      -     

33 

  

うち、最終指定親会社及び最終指定親会

社の特定目的会社等の発行する資本調

達手段の額 

            

35 

  

うち、最終指定親会社の連結子法人等

（最終指定親会社の特別目的会社等を

除く。）の発行する資本調達手段の額 

            

 

経過措置によりその他 Tier1 資本に係る基礎

項目の額に算入されるものの額の合計額 
 21,911     △26,369     

 

  

うち、その他の包括利益累計額及びその

他公表準備金の額 
 21,911     △26,369     

36 
その他 Tier1 資本に係る基礎項目の

額 
（ニ）  188,347      139,684     

 

その他 Tier1 資本に係る調整項目 

37 自己保有その他 Tier1 資本調達手段の額  -   -   -   -  

38 
意図的に保有している他の金融機関等のその

他 Tier1 資本調達手段の額 
 -   -   -   -  

39 
少数出資金融機関等のその他 Tier1 資本調達

手段の額 
 -   -   -   -  

40 
その他金融機関等のその他 Tier1 資本調達手

段の額 
 3,001   2,001   3,001   2,001  

 

経過措置によりその他 Tier1 資本に係る調整

項目の額に算入されるものの額の合計額 
 52,035      46,271     

 

  

うち、無形固定資産(のれんに係るもの

に限る)の額 
 33,435      29,214     

 

  

うち、無形固定資産(のれん及びモーゲ

ージ・サービシング・ライツに係るもの

を除く)の額 

 6,580      6,241     

 

  

うち、期待損失額の対適格引当金超過額

を 2で除した額 
 5,543      5,165     

 

  

うち、負債の時価評価により生じた時価

評価差額であって自己資本に算入され

る額 

 6,477      5,651     

42 Tier2 資本不足額  -      -     

43 
その他 Tier1 資本に係る調整項目の

額 
（ホ）  55,036      49,272     

 

その他 Tier1 資本 

44 その他 Tier1資本の額（（ニ）－（ホ）） （ヘ）  133,310      90,412     

 

Tier1 資本 

45 Tier1 資本の額（（ハ）＋（ヘ）) （ト）  2,716,960      2,566,248     
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          2016年 12月末 2016年９月末 

国際様式の

該当番号 
項目 

当最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置によ

る不算入額 

前最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置によ

る不算入額 

 

Tier2 資本に係る基礎項目 （４） 

46 

Tier2 資本調達手段に係る株主資本の額  -      -     

Tier2 資本調達手段に係る新株予約権の額  -      -     

Tier2 資本調達手段に係る負債の額  -      169,579     

特別目的会社等の発行する Tier2 資本調達手

段の額 
 -      -     

48-49 
Tier2 資本調達手段に係る調整後非支配株主

持分等の額 
 338      248     

47+49 
適格旧 Tier2 資本調達手段の額のうち Tier2 

資本に係る基礎項目の額に含まれる額 
 136,057      144,078     

47 

  

うち、最終指定親会社及び最終指定親会

社の特定目的会社等の発行する資本調

達手段の額 

 91,320      91,320     

49 

  

うち、最終指定親会社の連結子法人等

（最終指定親会社の特別目的会社を除

く。）の発行する資本調達手段の額 

 44,737      52,758     

50 
一般貸倒引当金 Tier2 算入額及び適格引当金

Tier2 算入額の合計 
 -      -     

50a   うち、一般貸倒引当金 Tier2 算入額  -      -     

50b   うち、適格引当金 Tier2 算入額  -      -     

 

経過措置により Tier2 資本に係る基礎項目の

額に算入されるものの額の合計額 
 -      -     

51 Tier2 資本に係る基礎項目の額 （チ）  136,395      313,905     

 

Tier2 資本に係る調整項目 

52 自己保有 Tier2 資本調達手段の額  -   -   -   -  

53 
意図的に保有している他の金融機関等の

Tier2 資本調達手段の額 
 -   -   -   -  

54 
少数出資金融機関等の Tier2 資本調達手段の

額 
 -   -   -   -  

55 その他金融機関等の Tier2 資本調達手段の額  185   123   170   114  

 

経過措置により Tier2 資本に係る調整項目の

額に算入されるものの額の合計額 
 7,667      7,279     

 

  

うち、他の金融機関等の資本調達手段の

額 
 2,124      2,114     

 

  

うち、期待損失額の対適格引当金超過額

を 2で除した額 
 5,543      5,165     

57 Tier2 資本に係る調整項目の額 （リ）  7,852      7,450     

 

Tier2 資本 

58 Tier2 資本の額（（チ）－（リ）） （ヌ）  128,543      306,455     

 

総自己資本 

59 総自己資本合計（（ト）＋（ヌ）） （ル）  2,845,503      2,872,704     

 

リスク・アセット （５） 

 

経過措置によりリスク・アセットの額に算入

されるものの額の合計額 
 53,512      52,717     
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          2016年 12月末 2016年９月末 

国際様式の

該当番号 
項目 

当最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置によ

る不算入額 

前最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置によ

る不算入額 

 

  

うち、無形固定資産(のれん及びモーゲ

ージ・サービシング・ライツに係るもの

を除く)の額 

 41,767      41,161     

 

  

うち、繰延税金資産(一時差異に係るも

のを除く)の額 
 2,681      3,493     

 

  うち、退職給付に係る資産の額  8,144      7,569     

 

  

うち、自己保有普通株式（純資産の部に

計上されるものを除く）の額 
 921     494     

60 リスク・アセットの額の合計額 （ヲ）  14,577,723      13,741,417     

 

連結自己資本規制比率 

61 連結普通株式等 Tier1 比率（（ハ）／（ヲ））  17.7%    18.0%   

62 連結 Tier1 比率（（ト）／（ヲ））  18.6%    18.6%   

63 連結総自己資本規制比率（（ル）／（ヲ））  19.5%    20.9%   

 

調整項目に係る参考事項（６） 

72 
少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係

る調整項目不算入額 
 119,308      123,932     

73 
その他金融機関等に係る対象資本調達手段の

うち普通株式に係る調整項目不算入額 
 216,792      190,399     

74 

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・

ライツに係るものに限る。）に係る調整項目不

算入額 

 -      -     

75 
繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）

に係る調整項目不算入額 
 43,487      56,025     

 

Tier2 資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項 （７） 

76 一般貸倒引当金の額  -      -     

77 
一般貸倒引当金に係るＴｉｅｒ２資本算入上

限額 
 -      -     

78 

内部格付手法採用最終指定親会社において、

適格引当金の合計額から事業法人等向けエク

スポージャー及びリテール向けエクスポージ

ャーの期待損失額の合計額を控除した額（当

該額が零を下回る場合にあっては、零とす

る。） 

 -      -     

79 適格引当金に係るＴｉｅｒ２資本算入上限額  -      -     

 

資本調達手段に係る経過措置に関する事項 （８） 

82 適格旧 Tier1 資本調達手段に係る算入上限額             

83 

適格旧 Tier1 資本調達手段の額から適格旧

Tier1 資本調達手段に係る算入上限額を控除

した額（当該額が零を下回る場合にあっては、

零とする。） 

            

84 適格旧 Tier2 資本調達手段に係る算入上限額  186,792      186,792     

85 

適格旧 Tier2 資本調達手段の額から適格旧

Tier2 資本調達手段に係る算入上限額を控除

した額（当該額が零を下回る場合にあっては、

零とする。） 

 60,880      60,880     
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第 3章   連結自己資本規制比率告示第３条の規定に従い連結財務諸表を作成したと仮定した場合における連結

貸借対照表に関する事項 

 （単位：百万円） 

 連結規制貸借対照表の各項目の額 第１章の対

応項目（国

際様式の該

当項目） 
 

当最終指定親

会社四半期末 

(2016年12月末) 

前最終指定親会

社四半期末 

(2016年９月末) 

資産    

現金・預金 3,071,090  3,387,274   

貸付金および受取債権 2,855,661  2,727,747   

担保付契約 17,967,167  17,062,326   

トレーディング資産およびプライベート・エクイティ投資 16,152,028  16,819,372   

その他の資産 2,568,406  2,526,668   

うち、無形固定資産であって、のれんに係るもの（のれん相当差額を含

む。）の額 
83,586  73,036  8 

うち、無形固定資産であって、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライ

ツに係るもの以外のものの額 
130,699  127,568  9 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係るものの額 -              -  20,24 

資産合計 42,614,352  42,523,387  

負債     

借入金、支払債務および受入預金 12,200,483   11,893,312  

担保付調達 17,986,808   19,596,270  

トレーディング負債 8,696,327  7,633,279  

その他の負債 916,345  752,252  

うち、無形固定資産であって、のれんに係るもの（のれん相当差額を含

む。）の額に係る繰延税金負債 
-  -  8 

うち、無形固定資産であって、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライ

ツに係るもの以外のものの額に係る繰延税金負債 
9,831  9,062 9 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係るものの額に係る繰延税金負

債 
-          -  20,24 

負債合計 39,799,963  39,875,113  

資本     

資本金及び資本剰余金の額 1,276,251  1,282,937 1a 

利益剰余金 1,624,025  1,554,182 2 

累積的その他の包括利益 54,778  △65,922 3 

自己株式 △186,023  △168,519 1c 

非支配持分 45,359 45,595  

資本合計 2,814,390  2,648,273  
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第 4章   自己資本調達手段に関する契約内容 

1. 野村ホールディングス株式会社 普通株式 

自己資本調達手段（普通株式） 

1 発行者 野村ホールディングス株式会社 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP3762600009 

3 準拠法 日本法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い 
普通株式等 Tier1 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算入

に係る取扱い 
普通株式等 Tier1 資本に係る基礎項目の額 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 普通株式 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 594,493百万円 

9 額面総額（４）   

10 
表示される科目の区分（５） 株主資本 

連結貸借対照表 株主資本 

11 発行日（６）   

12 償還期限の有無 無 

13 その日付   

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 （９）   

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10）   

18 配当率又は利率（11）   

19 配当等停止条項の有無 （12）   

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無（13）   

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高

める特約の有無 
  

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無   

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につ

いて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内

容を有するものの名称又は種類（22） 

永久劣後債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 無 

37 非充足資本要件の内容 （23）   
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2. 野村ホールディングス株式会社 第１回任意償還条項付無担保永久社債  （債務免除特約及び劣後特約付・

適格機関投資家限定） 

自己資本調達手段（劣後債） 

1 発行者 野村ホールディングス株式会社 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376260AGD1 

3 準拠法 日本法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い 
その他 Tier1 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への

算入に係る取扱い 
その他 Tier1 資本に係る基礎項目の額 

6 
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者

（２） 
  

7 銘柄、名称又は種類 
第１回任意償還条項付無担保永久社債 

（債務免除特約及び劣後特約付・適格機関投資家限定） 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 165,000百万円 

9 額面総額（４） 165,000百万円 

10 
表示される科目の区分（５） 負債 

連結貸借対照表 負債 

11 発行日（６） 2016年 1月 27日 

12 償還期限の有無 無 

13 その日付   

14 償還等を可能とする特約の有無 有 

15 

初回償還可能日及びその償還金額 （７） 
初回償還可能日:2021年 6月 15日 

償還金額:各社債の金額 100円につき 100円 

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８） 

2021 年 6 月 15 日以降の各利払日（本社債の元金につ

き損失吸収事由に係る債務免除がなされている場合を

除く。）、又は税務事由若しくは資本事由（発行者が金

融庁その他の監督当局と協議した結果、金融庁その他

の監督当局が定める自己資本規制比率基準に照らし

て、本社債が発行者のその他 Tier1 資本として扱われ

なくなるおそれが軽微でないと判断した場合）が発生

した場合において、任意償還可能 

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 
2021年 6月 15日以降の各利払日 

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10） 固定から変動 

18 配当率又は利率（11） 

2016年 1月 28日から 2021年 6月 15日まで: 

年 3.36パーセント 

2021年 6月 15日の翌日以降: 

6か月物ユーロ円 LIBOR + 3.20パーセント 

19 配当等停止条項の有無 （12） 有 

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
完全裁量 

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性

を高める特約の有無 
無 

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   
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27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 有 

31 元本の削減が生じる場合（19） 

(i) 損失吸収事由：発行者が報告又は公表した連結普

通株式等 Tier1比率が 5.125%を下回った場合 

(ii) 実質破綻事由：内閣総理大臣が、発行者について、

預金保険法に定める特定第二号措置を講ずる必

要がある旨の特定認定を行った場合 

(iii) 倒産手続開始事由：発行者につき倒産手続開始の

決定等がなされた場合 

32 元本の削減が生じる範囲（20） 全部削減または一部削減 

33 元本回復特約の有無 （21） 有 

34  その概要 

元金回復がなされた後においても、十分に高い水準の

連結普通株式等 Tier1 比率が維持されることについ

て、あらかじめ金融庁その他の監督当局の確認を受け

たうえで、発行者が元金の支払債務の免除の効力を将

来に向かって消滅させることを決定する場合 

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更

について優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も

劣後的内容を有するものの名称又は種類（22） 

劣後債務（本社債および本社債と実質的に同順位の劣

後債務を除く） 

36 非充足資本要件の有無 （23） 無 

37 非充足資本要件の内容 （23）   

 

■その他の契約内容 

担保 

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。 

財務上の特約 

担保提供制限条項その他の条項は付されていない。 

期限の利益喪失に関する特約 

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。 

（２）本社債の社債権者は、会社法第 739条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき期限の利益を喪失せしめられるこ

とはない。 

利払停止特約の概要 

(1) 任意利払停止 

発行者は、本社債の利息の支払を行わないことが必要であるとその完全な裁量により判断する場合には、各利払日において、本社債の

利息の全部又は一部の支払を行わないことができる。この場合、発行者は、その次の利払日に支払うべき本社債の利息の支払又は不支

払を決定するまでの期間中、(i) 発行者の普通株式及びその他 Tier1資本調達手段に該当する発行者の株式（配当最優先株式を除く。）

に対する金銭の配当並びに(ii) その他 Tier1資本調達手段に該当する配当最優先株式に対する優先配当金の額の半額に、当該利払

日に支払うべき本社債の利息のうち支払を行う部分として発行者が決定した割合を乗じた額を超える額の金銭の配当を行う旨の取締役

会の決議又はかかる配当を行う旨の会社提案の議案の株主総会への提出等を行わない。 

(2) 利払可能額制限 

発行者が各利払日に支払うべき本社債の利息の額は、利払可能額を限度とし、発行者は当該限度額を超える金額について、本社債の

利息の支払を行わない。「利払可能額」とは、ある利払日における発行者の会社法上の分配可能額から、当該利払日の属する事業年度

の初日以後当該利払日の前日までに支払われた本社債、同順位証券及び劣後証券の配当及び利息の総額を控除して得られる調整後

分配可能額を、当該利払日に支払うべき本社債の利息の総額並びに配当最優先株式及び同順位証券の配当又は利息の総額で按分

して算出される額のうち、各本社債に係る按分額をいう。 

「同順位証券」とは、発行者の債務で、利息に係る権利について本社債と実質的に同じ条件を付されたもの等をいう。 

「劣後証券」とは、発行者の債務で、利息に係る権利について本社債に実質的に劣後する条件を付されたもの等をいう。 

上記(1)又は(2)に基づき支払われなかった本社債の利息は繰り延べられず、当該利息の支払債務の効力は将来に向かって消滅する。 

債務免除特約の概要 
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(1) 損失吸収事由に係る債務免除 

発行者が報告又は公表した連結普通株式等Tier1比率が5.125%を下回った場合、本社債の元金のうち、本社債及び他の負債性その他

Tier1資本調達手段等の全部又は一部の免除又は普通株式転換により発行者の連結普通株式等 Tier1比率が 5.125%を上回ることとな

るために必要な額として、発行者が金融庁その他の監督当局と協議の上決定する額を、本社債の元金の総額及び他の負債性その他

Tier1資本調達手段等の元金の総額で按分して算出される額のうち、各本社債に係る按分額、並びに当該金額の元金に応じた利息に

ついて、発行者は本社債に基づく元利金の支払債務を免除される。 

(2) 実質破綻事由に係る債務免除 

発行者について預金保険法に定める特定第二号措置を講ずる必要がある旨の特定認定が行われた場合、発行者は、本社債に基づく

元利金の支払債務の全額を免除される。 

(3) 倒産手続開始事由に係る債務免除 

発行者について、倒産手続の開始の決定等が行われた場合、発行者は、本社債に基づく元利金の支払債務の全額を免除される。 

元金回復特約の概要 

損失吸収事由の発生により、本社債に基づく元金の一部の支払債務が免除されている場合において、元金回復事由が生じた場合、発

行者が金融庁その他の監督当局との協議のうえ決定する額について、支払債務の免除の効力は将来に向かって消滅する。「元金回復

事由」とは、元金回復がなされた直後においても、十分に高い水準の連結普通株式等 Tier1比率が維持されることについて、あらかじめ

金融庁その他の監督当局の確認を受けたうえで、発行者が元金の支払債務の免除の効力を将来に向かって消滅させることを決定した

場合をいう。 

劣後特約の概要 

本社債は、発行者の清算手続（特別清算手続を除く。）における債務の支払に関し、実質的に、発行者の一般債権者及び期限付劣後

債権者に劣後し、普通株式に優先し、残余財産分配最優先株式と同順位となる。  
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3. 野村ホールディングス株式会社 第２回無担保社債（劣後特約付） 

自己資本調達手段（劣後債） 

1 発行者 野村ホールディングス株式会社 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376260AAB8 

3 準拠法 日本法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い 
Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算入

に係る取扱い 
無 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 
野村ホールディングス株式会社第 2 回無担保社債（劣

後特約付） 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 23,700百万円 

9 額面総額（４） 39,500百万円 

10 
表示される科目の区分（５） 負債 

連結貸借対照表 負債 

11 発行日（６） 2010年 11月 26日 

12 償還期限の有無 有 

13 その日付 2025年 11月 26日 

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 （９）   

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10） 固定 

18 配当率又は利率（11） 年 2.649パーセント 

19 配当等停止条項の有無 （12） 無 

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
裁量なし 

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高

める特約の有無 
無 

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につ

いて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内

容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 有 

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項 
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■その他の契約内容 

担保・保証の有無 

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。 

期限の利益喪失に関する特約 

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。 

（２）本社債の社債権者は、会社法第 739 条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき期限の利益を喪失せしめられるこ

とはない。 

劣後特約 

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。 

①破産の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続して

いる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、劣後債権

を除く全ての債権が、各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託を含む。）を受け

たこと。 

②会社更生の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が継続

している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

発行者について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。 

③民事再生の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生または

同意再生の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が

成就したときに発生する。 

（停止条件） 

発行者について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。 

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合 

発行者について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特約（１）

①ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特約（１）①ないし

③の停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのような条件を付すことが認めら

れない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。 

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の発行者の債権者に対して不利益を及ぼす内

容にこれを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じない。 

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止しているにもかかわらず、当該元利金の全

部または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに発行者に返還す

る。 

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止している間は、本社債に基づく元利金の支

払請求権を相殺の対象とすることはできない。 

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止したために当該元利金の支払いが本社債

の社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来ない。 

（６）発行者について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債に基づく元利金の支払請求権の配当の順位は、破産

法に規定する劣後的破産債権に後れるものとする。 
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4. 野村ホールディングス株式会社 第３回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付） 

自己資本調達手段（劣後債） 

1 発行者 野村ホールディングス株式会社 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376260BAB6 

3 準拠法 日本法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額への

算入に係る取扱い 
Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算入

に係る取扱い 
無 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 
野村ホールディングス株式会社第 3 回期限前償還条

項付無担保社債（劣後特約付） 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 34,020百万円 

9 額面総額（４） 57,700百万円 

10 
表示される科目の区分（５） 負債 

連結貸借対照表 負債 

11 発行日（６） 2010年 11月 26日 

12 償還期限の有無 有 

13 その日付 2025年 11月 26日 

14 償還等を可能とする特約の有無 有 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７） 

初回償還可能日:2020年 11月 26日 

償還金額:各社債の金額 100円につき 100円 

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８） 無 

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 （９） 

2020年 11月 26日以降に到来するいずれかの利息の

支払期日（毎年 5 月 26 日および 11 月 26 日（当該日

が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日）） 

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10） 固定 

18 配当率又は利率（11） 年 2.749パーセント 

19 配当等停止条項の有無 （12） 無 

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無（13）   

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高め

る特約の有無 
無 

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容

を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 
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36 非充足資本要件の有無 （23） 有 

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項 

 

■その他の契約内容 

担保・保証の有無 

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。 

期限の利益喪失に関する特約 

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。 

（２）本社債の社債権者は、会社法第 739 条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき期限の利益を喪失せしめられるこ

とはない。 

劣後特約 

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。 

①破産の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続して

いる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、劣後債権

を除く全ての債権が、各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託を含む。）を受け

たこと。 

②会社更生の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が継続

している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

発行者について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。 

③民事再生の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生または

同意再生の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が

成就したときに発生する。 

（停止条件） 

発行者について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。 

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合 

発行者について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特約（１）

①ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特約（１）①ないし

③の停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのような条件を付すことが認めら

れない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。 

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の発行者の債権者に対して不利益を及ぼす内

容にこれを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じない。 

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止しているにもかかわらず、当該元利金の全

部または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに発行者に返還す

る。 

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止している間は、本社債に基づく元利金の支

払請求権を相殺の対象とすることはできない。 

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止したために当該元利金の支払いが本社債

の社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来ない。 

（６）発行者について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債に基づく元利金の支払請求権の配当の順位は、破産

法に規定する劣後的破産債権に後れるものとする。 
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5. 野村ホールディングス株式会社 第４回期限前償還条項付無担保変動利付社債（劣後特約付） 

自己資本調達手段（劣後債） 

1 発行者 野村ホールディングス株式会社 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376260CAB4 

3 準拠法 日本法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額への

算入に係る取扱い 
Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算入

に係る取扱い 
無 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 
野村ホールディングス株式会社第 4 回期限前償還条

項付無担保変動利付社債（劣後特約付） 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 3,600百万円 

9 額面総額（４） 6,000百万円 

10 
表示される科目の区分（５） 負債 

連結貸借対照表 負債 

11 発行日（６） 2010年 11月 26日 

12 償還期限の有無 有 

13 その日付 2025年 11月 26日 

14 償還等を可能とする特約の有無 有 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７） 

初回償還可能日:2020年 11月 26日 

償還金額:各社債の金額 100円につき 100円 

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８） 無 

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 （９） 

2020年 11月 26日以降に到来するいずれかの利息の

支払期日（毎年 5 月 26 日および 11 月 26 日（当該日

が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日）） 

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10） 変動 

18 配当率又は利率（11） 6か月物ユーロ円 LIBOR + 1.0パーセント 

19 配当等停止条項の有無 （12） 無 

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無（13） 裁量なし 

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高め

る特約の有無 
無 

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容

を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 有 
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37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項 

 

■その他の契約内容 

担保・保証の有無 

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。 

期限の利益喪失に関する特約 

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。 

（２）本社債の社債権者は、会社法第 739 条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき期限の利益を喪失せし

められることはない。 

劣後特約 

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。 

①破産の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続

している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、

劣後債権を除く全ての債権が、各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託

を含む。）を受けたこと。 

②会社更生の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が

継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

発行者について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債

権を除く全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。 

③民事再生の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生ま

たは同意再生の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、

以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

発行者について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債

権を除く全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。 

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合 

発行者について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特

約（１）①ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特

約（１）①ないし③の停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのよ

うな条件を付すことが認められない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。 

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の発行者の債権者に対して不利益を及

ぼす内容にこれを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じな

い。 

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止しているにもかかわらず、当該

元利金の全部または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただち

に発行者に返還する。 

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止している間は、本社債に基づく

元利金の支払請求権を相殺の対象とすることはできない。 

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止したために当該元利金の支払い

が本社債の社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来

ない。 

（６）発行者について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債に基づく元利金の支払請求権の配当の順位は、

破産法に規定する劣後的破産債権に後れるものとする。  
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6. 野村ホールディングス株式会社 第５回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付） 

自己資本調達手段（劣後債） 

1 発行者 野村ホールディングス株式会社 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376260AAC6 

3 準拠法 日本法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い 
Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への

算入に係る取扱い 
無 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 
野村ホールディングス株式会社第 5 回期限前償還条

項付無担保社債（劣後特約付） 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 30,000百万円 

9 額面総額（４） 50,000百万円 

10 
表示される科目の区分（５） 負債 

連結貸借対照表 負債 

11 発行日（６） 2010年 12月 6日 

12 償還期限の有無 有 

13 その日付 2025年 11月 26日 

14 償還等を可能とする特約の有無 有 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７） 

初回償還可能日:2020年 11月 26日 

償還金額:各社債の金額 100円につき 100円 

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８） 無 

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 

2020年 11 月 26 日以降に到来するいずれかの利息の

支払期日（毎年 5月 26日および 11月 26日（当該日

が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日）） 

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10） 固定 

18 配当率又は利率（11） 年 2.773パーセント 

19 配当等停止条項の有無 （12） 無 

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
裁量なし 

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性

を高める特約の有無 
無 

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に

ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣

後的内容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 
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36 非充足資本要件の有無 （23） 有 

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項 

 

■その他の契約内容 

担保・保証の有無 

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。 

期限の利益喪失に関する特約 

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。 

（２）本社債の社債権者は、会社法第 739 条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき期限の利益を喪失せしめられるこ

とはない。 

劣後特約 

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。 

①破産の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続して

いる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、劣後債権

を除く全ての債権が、各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託を含む。）を受け

たこと。 

②会社更生の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が継続

している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

発行者について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。 

③民事再生の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生または

同意再生の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が

成就したときに発生する。 

（停止条件） 

発行者について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。 

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合 

発行者について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特約（１）

①ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特約（１）①ないし

③の停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのような条件を付すことが認めら

れない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。 

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の発行者の債権者に対して不利益を及ぼす内

容にこれを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じない。 

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止しているにもかかわらず、当該元利金の全

部または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに発行者に返還す

る。 

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止している間は、本社債に基づく元利金の支

払請求権を相殺の対象とすることはできない。 

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止したために当該元利金の支払いが本社債

の社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来ない。 

（６）発行者について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債に基づく元利金の支払請求権の配当の順位は、破産

法に規定する劣後的破産債権に後れるものとする。 
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7. 野村證券株式会社 第 3回無担保社債（劣後特約付） 

自己資本調達手段（劣後債） 

1 発行者 野村證券株式会社 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376261B834 

3 準拠法 日本法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額

への算入に係る取扱い 
Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算

入に係る取扱い 
無 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 野村證券株式会社第 3回無担保社債（劣後特約付） 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 12,125 百万円 

9 額面総額（４） 49,200百万円 

10 
表示される科目の区分（５） 負債 

連結貸借対照表 負債 

11 発行日（６） 2008年 3月 26日 

12 償還期限の有無 有 

13 その日付 2018年 3月 26日 

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 
  

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10） 固定 

18 配当率又は利率（11） 年 2.28パーセント 

19 配当等停止条項の有無 （12） 無 

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
裁量なし 

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高

める特約の有無 
無 

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に

ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後

的内容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 有 

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項 
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■その他の契約内容 

担保・保証の有無 

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。 

財務上の特約 

担保提供制限条項その他の条項は付されていない。 

期限の利益喪失に関する特約 

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。 

（２）本社債の社債権者は、会社法第 739 条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき期限の利益を喪失せしめられるこ

とはない。 

劣後特約 

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。 

①破産の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続して

いる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、劣後債権

を除く全ての債権が、各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託を含む。）を受け

たこと。 

②会社更生の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が継続

している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

発行者について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。 

③民事再生の場合 

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生または

同意再生の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が

成就したときに発生する。 

（停止条件） 

発行者について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。 

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合 

発行者について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特約（１）

①ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特約（１）①ないし

③の停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのような条件を付すことが認めら

れない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。 

⑤自己資本規制比率を充足しない場合 

発行者が本社債の元利金の支払いを行うことにより金融商品取引法第 46 条の６第２項の規定（金融商品取引法に定める金融商品取引

業者の自己資本規制比率に関する規定が改正された場合には、改正後の規定を指すものとする。以下同じ。）に違反することになる場

合には、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。 

（停止条件） 

発行者が当該元利金の支払いを行っても金融商品取引法第 46条の６第２項に違反しなくなること。 

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の発行者の債権者に対して不利益を及ぼす内

容にこれを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じない。 

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし⑤に従って停止しているにもかかわらず、当該元利金の全

部または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに発行者に返還す
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る。 

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし⑤に従って停止している間は、本社債に基づく元利金の支

払請求権を相殺の対象とすることはできない。 

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし⑤に従って停止したために当該元利金の支払いが本社債

の社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来ない。 
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8. 野村證券株式会社 劣後特約付借入金 

自己資本調達手段（劣後ローン） 

1 発行者 野村證券株式会社 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 

3 準拠法 日本法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額

への算入に係る取扱い 
Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算

入に係る取扱い 
無 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 劣後特約付借入金 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 29,628百万円 

9 額面総額（４）   

10 
表示される科目の区分（５） 負債 

連結貸借対照表 負債 

11 発行日（６） 2008年 6月 25日 

12 償還期限の有無 有 

13 その日付 2018年 6月 25日 

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 
  

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10） 変動 

18 配当率又は利率（11） 2.4パーセント ※注 1 

19 配当等停止条項の有無 （12） 無 

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
裁量なし 

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高

める特約の有無 
無 

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に

ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後

的内容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 有 

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項 

注 1) 2016年 12月末時点の劣後調達全体の利率の加重平均値を表示しております。 
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9. 野村證券株式会社 劣後特約付借入金 

自己資本調達手段（劣後ローン） 

1 発行者 野村證券株式会社 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 

3 準拠法 日本法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い 
Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への

算入に係る取扱い 
無 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 劣後特約付借入金 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 2,985百万円 

9 額面総額（４）   

10 
表示される科目の区分（５） 負債 

連結貸借対照表 負債 

11 発行日（６） 2008年 6月 30日 

12 償還期限の有無 有 

13 その日付 2018年 6月 29日 

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 
  

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10） 固定 

18 配当率又は利率（11） 2.4パーセント ※注 1 

19 配当等停止条項の有無 （12） 無 

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
裁量なし 

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性

を高める特約の有無 
無 

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に

ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣

後的内容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 有 

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項 

注 1) 2016年 12月末時点の劣後調達全体の利率の加重平均値を表示しております。  
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10. キャピタル・ノムラ・セキュリティーズ・パブリック CO., LTD 非支配持分 

自己資本調達手段（非支配持分） 

1 発行者 
キャピタル･ノムラ･セキュリティーズ･パブリック 

CO., LTD. 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 TH0108010Z01 

3 準拠法 タイ法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い 

普 通 株 式 等 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額          

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額            

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への

算入に係る取扱い 

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額           

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

6 
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者

（２） 
  

7 銘柄、名称又は種類 普通株式 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 1,263百万円 

9 額面総額（４）   

10 
表示される科目の区分（５） 非支配持分 

連結貸借対照表 非支配持分 

11 発行日（６）   

12 償還期限の有無 無 

13 その日付   

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 
  

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10）   

18 配当率又は利率（11）   

19 配当等停止条項の有無 （12）   

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
  

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性

を高める特約の有無 
  

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無   

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更

について優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も

劣後的内容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 無 

37 非充足資本要件の内容 （23）   
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11. Nomura Asset Management Taiwan Ltd. 非支配持分 

自己資本調達手段（非支配持分） 

1 発行者 Nomura Asset Management Taiwan Ltd. 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号   

3 準拠法 香港法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額

への算入に係る取扱い 

普 通 株 式等 Tier1 資本 に 係 る 基 礎 項目 の 額          

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額            

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算

入に係る取扱い 

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額           

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 普通株式 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 1,551百万円 

9 額面総額（４）   

10 
表示される科目の区分（５） 非支配持分 

連結貸借対照表 非支配持分 

11 発行日（６）   

12 償還期限の有無 無 

13 その日付   

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 
  

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10）   

18 配当率又は利率（11）   

19 配当等停止条項の有無 （12）   

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
  

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高

める特約の有無 
  

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無   

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に

ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後

的内容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 無 

37 非充足資本要件の内容 （23）   
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12. Nomura Asia Investment (Viet Nam) Pte Ltd 非支配持分 

自己資本調達手段（非支配持分） 

1 発行者 Nomura Asia Investment (Viet Nam) Pte Ltd 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号   

3 準拠法 シンガポール法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額

への算入に係る取扱い 

普 通 株 式等 Tier1 資本 に 係 る 基 礎 項目 の 額          

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額            

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算

入に係る取扱い 

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額           

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 普通株式 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 180百万円 

9 額面総額（４）   

10 
表示される科目の区分（５） 非支配持分 

連結貸借対照表 非支配持分 

11 発行日（６）   

12 償還期限の有無 無 

13 その日付   

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 
  

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10）   

18 配当率又は利率（11）   

19 配当等停止条項の有無 （12）   

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
  

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高

める特約の有無 
  

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無   

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に

ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後

的内容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 無 

37 非充足資本要件の内容 （23）   
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13. Chi-X Global Holdings LLC 非支配持分 

自己資本調達手段（非支配持分） 

1 発行者 Chi-X Global Holdings LLC 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号   

3 準拠法 デラウェア州法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額

への算入に係る取扱い 

普 通 株 式等 Tier1 資本 に 係 る 基 礎 項目 の 額          

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額            

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算

入に係る取扱い 

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額           

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 普通株式 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 344百万円 

9 額面総額（４）   

10 
表示される科目の区分（５） 非支配持分 

連結貸借対照表 非支配持分 

11 発行日（６）   

12 償還期限の有無 無 

13 その日付   

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 
  

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10）   

18 配当率又は利率（11）   

19 配当等停止条項の有無 （12）   

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
  

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高

める特約の有無 
  

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無   

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に

ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後

的内容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 無 

37 非充足資本要件の内容 （23）   
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14. 株式会社杉村倉庫 非支配持分 

自己資本調達手段（非支配持分） 

1 発行者 株式会社杉村倉庫 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号   

3 準拠法 日本法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額

への算入に係る取扱い 

普 通 株 式等 Tier1 資本 に 係 る 基 礎 項目 の 額          

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額            

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算

入に係る取扱い 

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額           

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 普通株式 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 1,325百万円 

9 額面総額（４）   

10 
表示される科目の区分（５） 非支配持分 

連結貸借対照表 非支配持分 

11 発行日（６）   

12 償還期限の有無 無 

13 その日付   

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 
  

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10）   

18 配当率又は利率（11）   

19 配当等停止条項の有無 （12）   

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
  

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高

める特約の有無 
  

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無   

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に

ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後

的内容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 無 

37 非充足資本要件の内容 （23）   
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15. Shanghai Nomura Lujiazui Investment Management Co., Ltd. 非支配持分 

自己資本調達手段（非支配持分） 

1 発行者 
Shanghai Nomura Lujiazui Investment Management Co., 

Ltd. 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号   

3 準拠法 中華人民共和国公司法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額

への算入に係る取扱い 

普 通 株 式等 Tier1 資本 に 係 る 基 礎 項目 の 額          

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額            

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算

入に係る取扱い 

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額           

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 普通株式 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 110百万円 

9 額面総額（４）   

10 
表示される科目の区分（５） 非支配持分 

連結貸借対照表 非支配持分 

11 発行日（６）   

12 償還期限の有無 無 

13 その日付   

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 
  

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10）   

18 配当率又は利率（11）   

19 配当等停止条項の有無 （12）   

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
  

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高

める特約の有無 
  

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無   

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に

ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後

的内容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 無 

37 非充足資本要件の内容 （23）   
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16. 株式会社ウエルス・スクエア 非支配持分 

自己資本調達手段（非支配持分） 

1 発行者 株式会社ウエルス・スクエア 

2 識別のために付された番号、記号その他の符号   

3 準拠法 日本法 

  規制上の取扱い（１）   

4 
2022年３月 30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額

への算入に係る取扱い 

普 通 株 式等 Tier1 資本 に 係 る 基 礎 項目 の 額          

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額            

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

5 
2022年３月 31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算

入に係る取扱い 

そ の 他 Tier1 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額           

Tier2 資本に係る基礎項目の額 

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者（２）   

7 銘柄、名称又は種類 普通株式 

8 
自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）   

連結自己資本規制比率 169百万円 

9 額面総額（４）   

10 
表示される科目の区分（５） 非支配持分 

連結貸借対照表 非支配持分 

11 発行日（６）   

12 償還期限の有無 無 

13 その日付   

14 償還等を可能とする特約の有無 無 

15 
初回償還可能日及びその償還金額 （７）   

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額（８）   

16 
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要 

（９） 
  

  剰余金の配当又は利息の支払   

17 配当率又は利率の種別（10）   

18 配当率又は利率（11）   

19 配当等停止条項の有無 （12）   

20 
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無

（13） 
  

21 
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高

める特約の有無 
  

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無   

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 

24 転換が生じる場合（14）   

25 転換の範囲（15）   

26 転換の比率（16）   

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）   

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類   

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者   

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無 

31 元本の削減が生じる場合（19）   

32 元本の削減が生じる範囲（20）   

33 元本回復特約の有無 （21）   

34  その概要   

35 

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に

ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後

的内容を有するものの名称又は種類（22） 

一般債務 

36 非充足資本要件の有無 （23） 無 

37 非充足資本要件の内容 （23）   
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第 5章   連結レバレッジ比率に関する開示事項 

 

       (単位：百万円、％） 

国際様

式（表

2）の該

当番号 

国際様

式（表

1）の該

当番号 

項目 

2016年12月末 2016年９月末 

当最終指定親会社

四半期末 

前最終指定親会社

四半期末 

オン・バランス資産の額（１）     

1   調整項目控除前のオン・バランス資産の額  22,034,372 23,201,276 

 1a 1 連結貸借対照表における総資産の額  43,052,109 42,957,438 

 1b 2 
連結レバレッジ比率の範囲に含まれない子法人等の資産の額（△） 

（注１） 
399,750 400,290 

 1c 7 
連結レバレッジ比率の範囲に含まれる子法人の資産の額（連結貸借対

照表における総資産の額に含まれる額を除く。） 
― ― 

 1d 3 
連結貸借対照表における総資産の額から控除される調整項目以外の

資産の額（△） 
20,617,987 19,355,871 

2 7 Tier1資本に係る調整項目の額（△）  205,479 191,375        

3  オン・バランス資産の額  （イ） 21,828,892 23,009,901 

デリバティブ取引等に関する額（２）     

4  デリバティブ取引等に関する再構築コストの額  2,920,563 2,175,441 

5  デリバティブ取引等に関するアドオンの額  10,068,360 9,599,593 

  デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額 789,514 764,767 

6  
連結貸借対照表から控除されているデリバティブ取引等に関連して現

金で差し入れた証拠金の対価の額 
2,141,372 1,815,148 

7  
デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた変動証拠金の対価の

額のうち控除する額（△） 
470,706 648,749 

8  
清算会員である最終指定親会社等が補償を義務付けられていない顧

客とのトレード・エクスポージャーの額（△） 
  

9  
クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後

想定元本の額 
17,818,465 17,453,571 

10  
クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後

想定元本の額から控除した額（△） 
15,430,391 15,470,225 

11 4 デリバティブ取引等に関する額 （ロ） 17,837,177 15,689,547 

レポ取引等に関する額（３）     

12  レポ取引等に関する資産の額  35,083,635 33,625,288 

13  レポ取引等に関する資産の額から控除した額（△）  17,111,254 16,558,947 

14  レポ取引等に関するカウンターパーティ・リスクのエクスポージャーの額 1,891,423 1,587,977 

15  代理取引のエクスポージャーの額    

16 5 レポ取引等に関する額 （ハ） 19,863,805 18,654,318     

オフ・バランス取引に関する額（４）     

17  オフ・バランス取引の想定元本の額  1,767,465 1,501,403 

18  オフ・バランス取引に係るエクスポージャーの額への変換調整の額（△） 633,181 488,534   

19 6 オフ・バランス取引に関する額 （ニ） 1,134,285 1,012,869 

連結レバレッジ比率（５）     

20  資本の額  （ホ） 2,716,960 2,566,248      

21 8 
総エクスポージャーの額 

（（イ）＋（ロ）＋（ハ）＋（ニ）） 
（へ） 60,664,159 58,366,635 

22  連結レバレッジ比率（（ホ）／（へ）） 4.47% 4.39% 

(注) 1 「金融庁長官が定める場合において、最終指定親会社が経営の健全性の状況を記載した書面に記載すべき事項を定める件第三条第

一項の規定に基づき、金融庁長官が別に定める連結レバレッジ比率」（平成二十七年金融庁告示第十一号）第３条第３項に基づき、連

結保険子法人等について、連結レバレッジ比率算出において、非連結子会社としての取り扱いをしております。 

  



34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 連結流動性規制に関する開示 

(流動性に係る経営の健全性の状況) 

 

金融庁長官が定める場合において、最終指定親会社が流動性に係る経営の健全性の状況を 

記載した書面に記載すべき事項を定める件（平成 27年金融庁告示第 9号）に基づき行う開示 
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第 1章 連結流動性カバレッジ比率に関する定量的開示事項 

 

   
（単位：百万円、％、件） 

項目  
当最終指定親会社四半期 

（2017年３月期 第３ 四半期） 

前最終指定親会社四半期 

（2017年３月期 第２四半期） 

適格流動資産 （１）     

1 適格流動資産の合計額 4,847,799 5,168,016 

資金流出額 （２） 
資金流出率を

乗じる前の額 

資金流出率を

乗じた後の額 

資金流出率を

乗じる前の額 

資金流出率を

乗じた後の額 

2 リテール無担保資金調達に係る資金流出額  396,870 42,940 422,034 88,001 

3   うち、安定預金の額 - - - - 

4   うち、準安定預金の額 396,870 42,940 422,034 88,001  

5 ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額  1,459,707 1,298,125 1,550,731 1,402,416  

6   うち、適格オペレーショナル預金の額 - - - - 

7   

うち、適格オペレーショナル預金及び負債性有価

証券以外のホールセール無担保資金調達に係る

資金の額 

1,223,652 1,062,070 1,251,331  1,103,015  

8   うち、負債性有価証券の額 236,055 236,055 299,400  299,400  

9 有担保資金調達等に係る資金流出額   2,669,566   2,749,017 

10 
デリバティブ取引等、資金調達プログラム及び与信・流

動性ファシリティに係る資金流出額 
2,594,345 2,347,959 2,250,296  2,037,057  

11   うち、デリバティブ取引等に係る資金流出額 2,231,315 2,231,315 1,943,921  1,943,921 

12   うち、資金調達プログラムに係る資金流出額 - - - - 

13   うち、与信・流動性ファシリティに係る資金流出額 363,030 116,644 306,375  93,137 

14 資金提供義務に基づく資金流出額等 5,002,765 1,090,173 4,480,947  1,047,865  

15 偶発事象に係る資金流出額 490,665 228,716 496,792  224,547  

16 資金流出合計額  7,677,479    7,548,902 

資金流入額 （３） 
資金流入率を

乗じる前の額 

資金流入率を

乗じた後の額 

資金流入率を

乗じる前の額 

資金流入率を

乗じた後の額 

17 有担保資金運用等に係る資金流入額 29,219,043 1,727,763 27,440,848  1,922,865  

18 貸付金等の回収に係る資金流入額 877,757 801,847 793,137  723,884  

19 その他資金流入額 6,012,611 2,431,465 5,159,110  2,056,730  

20 資金流入合計額 36,109,410 4,961,075 33,393,095  4,703,478  

連結流動性カバレッジ比率 （４）     

21 算入可能適格流動資産の合計額   4,847,799   5,168,016  

22 純資金流出額   2,716,404   2,845,424  

23 連結流動性カバレッジ比率   178.60%   181.30% 

24 平均値計算用データ数 3 3 

 


	野村ホールディングス株式会社 2016年12月末 連結自己資本規制および連結流動性規制に関する開示
	目次
	第1部 連結自己資本規制に関する開示
	第1章 連結自己資本規制比率に関する事項 
	第2章 自己資本の構成に関する開示事項
	第3章 連結自己資本規制比率告示第3条の規定に従い連結財務諸表を作成したと仮定した場合における連結貸借対照表に関する事項
	第4章 自己資本調達手段に関する契約内容
	第5章 連結レバッジ比率に関する開示事項

	第2部 連結流動性規制に関する開示(流動性に係る経営の健全性の状況 )
	第1章 連結流動性カバレッジ比率に関する定量的開示事項



